平成　　年　　月　　日
  　　経済産業局長  殿
申請者住所（郵便番号・本社所在地）
申請者氏名（名称及び代表者の氏名） 印
連絡担当者（職名及び氏名）
電話番号
ＦＡＸ
E-mail
新事業活動促進支援補助金（地域資源活用新事業展開支援事業）計画書
（地域資源活用売れる商品づくり支援事業）
  新事業活動促進支援補助金（地域資源活用新事業展開支援事業）の交付を受けたいので、下記の書類を添えて提出します。
記
　　・補助事業計画書（別紙１のとおり）
　　・産業財産権等取得計画書（別紙２のとおり）
　　・地域産業資源活用事業計画に係る認定書（写し）
　　・補足説明資料を別添
　　・会社案内等パンフレット、定款、決算書等を別添
（注）用紙はＡ４を使用してください。
別紙１
補助事業計画書
（１）申請者及び事業内容

	１．申請者

	
	名称：

	
	代表者名及び役職名：

	
	住所：

	
	電話番号：

	
	FAX番号：

	
	ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：

	
	連絡者名及び役職名：

	
	資本金
(出資金)
	千円　
	従業員
	人　

	
	主たる
業　種
	
	設立日
	年　月　日

	２．事業計画名



	３．活用する地域資源：［　　　　　　　　　　　］



	４．事業の概要（地域産業資源活用事業計画のうち、地域資源活用売れる商品づくり支援事業として行う事業目標及び事業実施内容を記載）



	５．本年度の事業実施内容（事業実施内容及び実施時期を記載）



	６．事業実施体制（事業に携わる関係者を全て記載して、実施体制図を作成）


	７．補助金又は委託費等の交付を受けた実績（過去５年間の実績及び本事業計画に関わる内容で当該年度の他の補助金又は委託費等への申請（予定を含む）状況）



	８．事業の実施期間
　　
	(開始予定)  平成    年    月    日
(完了予定)　平成    年    月    日

	９．事業の実施場所
	(場所名・住所)


	１０．委託予定先

	(委託先／名称、代表者、住所、電話番号)
(委託先業務概要)
(委託内容)

	１１．依頼予定の技術者又は専門家の氏名及び職業
	(氏名)
(役職等)
(依頼内容)


（２）経費明細表
　　①経費配分内訳
（単位：円）

	経費区分
	内　容
	補助事業に
要する経費
	補助対象経費
	経費内訳
	国庫補助金
要望額

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	


（注１）「経費区分」とは、謝金、旅費、事業費、試作・開発費、その他の経費をいう。
（注２）「補助事業に要する経費」とは、当該事業を遂行するために必要な経費をいう。
（注３）「補助対象経費」とは、「補助事業に要する経費」のうちで補助対象となる経費をいう。
（注４）「経費内訳」は、必要に応じて別紙を作成するなど詳細に記入すること。
（注５）「国庫補助金要望額」とは、「補助対象経費」のうち補助金の交付を希望する額で、その限度は、「補助対象経費」に補助率を乗じた額になる。
　　②資金調達内訳
	区            分
	補助事業に要する経費(円)
	資金の調達先

	自己資金
	
	

	借入金
	
	

	補助金
	
	

	その他
	
	

	
	
	

	合計額
	
	


　　③補助金要望額の手当方法（上記②の補助金要望額の手当方法）
	区　　　　　　 分
	補助金相当額（円）
	資金の調達先

	自己資金
	
	

	借入金
	
	

	その他
	
	

	
	
	

	合計額
	
	


　　④補助事業の経理担当者の役職名・氏名
　（注）①経費配分内訳の補助事業に要する経費の合計額が、②資金調達内訳の合計額と一致すること
別紙２
産業財産権等取得計画書

	取得予定財産の題名
	

	取得に関する責任者の団体名・役職名及び氏名（弁理士の場合は登録番号及び氏名）
	

	取得に要する経費の総額・支払方法及び期日
	総額　　　　　　　　　　円

年　　　月　　　日

	取得に要する経費のうち補助対象として希望する金額
	総額　　　　　　　　　　円

	取得予定財産の概要                      
	（記入できなければ別紙に）

	取得予定財産と補助事業との密接な関連性に関する説明
	（記入できなければ別紙に）

	出願（取得）済みの場合は出願（登録）番号及び出願（取得）日
	出願（登録）番号
出願（取得）日
年　　月　　日

	

	「産業財産権等取得計画書」に係る証明
私は、　　　　（代表者名）　　　　　が取得を計画している上記の取得予定財産について、下記の条件を満たすものであることを証明します。

記

１．補助事業期間内に確実に出願手続が完了するものであること。

２．取得予定財産と補助事業が密接な関連性を有していること。

平成　　年　　月　　日

経済産業局長　殿

弁理士　氏　　名　　　　　　　　　　　印

登録番号

住　　所

電話番号


（注１）複数の産業財産権等取得を計画する場合は、各項目内で番号を付して区別すること。
（注２）取得に要する経費の内訳が確認できる資料及び内訳金額の根拠となる資料（特許事務所の基準価格表等）を添付すること。
（注３）出願（取得）済みの場合は、当該手続の完了が確認できる資料を添付すること。
（注４）採択され交付申請書を提出するときには、弁理士の証明を受けること。
（注５）Ａ４判サイズ１枚に記入のこと（書ききれない場合は別紙に記入し、証明者による割り印等、別紙２の別紙であることが分かるように記入すること。）。


































































- 5 -

